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株主のみなさまには, 平素から格別のご高配を賜り, 誠にありがとう
ございます｡
平成��年の新潟県中越沖地震以降, 当社を取り巻く経営環境は厳しい

状況が続いておりましたが, 当社は��年度を危機突破の正念場と位置づ
け, 総力を挙げて諸課題の克服に取り組んでまいりました｡ こうしたな
か, 景気低迷の影響などにより販売電力量が初めて�年連続で減少しま
したが, 柏崎刈羽原子力発電所�, �号機の運転を再開することができ
たことなどから, �年ぶりに当期純利益を計上することができました｡
当社といたしましては, ��年度を危機突破の総仕上げの年として, 同

発電所全号機の復旧をはじめ災害に強い原子力発電所の構築に全力で取
り組むとともに, 恒常的な原価低減に努めてまいります｡ また, ゼロ・
エミッション電源である原子力発電の推進や再生可能エネルギーの利用
拡大, 一層の電化推進など需給両面の低炭素化に向けた取り組みを強化
するほか, 海外事業など利益拡大につながる新たな事業への投資等につ
いて検討をすすめるなど, 東京電力グループ一丸となってさらなる成長・
発展をめざしてまいります｡
株主のみなさまには, 変わらぬご支援, ご協力を賜りますようお願い

申し上げます｡

�������	

取締役会長 取締役社長



1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

平成��年度のわが国経済は, 世界的な景気低迷のなか, 年度後半にかけ

てアジア向け輸出の増加や経済対策による個人消費の持ち直しなどがみら

れたものの, 依然として厳しい状況で推移しました｡

当社におきましては, 直面する危機突破に向けて, 緊急的な費用削減を

実施するとともに, 柏崎刈羽原子力発電所の点検・復旧にグループ一丸と

なって取り組んでまいりました｡ こうしたなか, 地域のみなさまをはじめ

多くの方々のご理解をいただき, 新潟県中越沖地震発生から約�年半ぶり

に同発電所�, �号機の営業運転を再開することができました｡

当年度の連結収支につきましては, 収益面では電気事業において景気低

迷の影響などにより販売電力量が�年連続で減少するとともに, 燃料価格

の低下を反映して電気料収入が減少したことなどから, 売上高 (営業収益)

は前年度に比べ����％％減の	兆���億円, その他の収益を加えた経常収

益合計は���	％％減の	兆�
�億円となりました｡ 一方, 費用面では電気

事業において燃料価格の低下や柏崎刈羽原子力発電所�, �号機の運転再

開により燃料費が大幅に減少したことなどから, 経常費用合計は����％％

減の�兆���	�億円となりました｡

以上により, 経常利益は����
億円, 当期純利益は��

�億円となりま

した｡

事業別の業績 (事業間の内部取引消去前) につきましては以下のとおり

となりました｡
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ａ. 電気事業

当年度の当社の販売電力量は�����億���となり, 前年度を	
�％％

下回りました｡ この内訳として, まず自由化の対象外である ｢電灯｣

(主にご家庭用) 及び ｢電力｣ (主に商店・小規模工場用) についてみま

すと, ｢電灯｣ は, オール電化住宅の普及拡大などがあったものの, 夏

季の気温が前年度に比べ低く推移し冷房需要が減少したことなどから,

前年度とほぼ同じ��
億���となりました｡ ｢電力｣ は, 夏季の気温の

影響に加え契約電力が減少したことなどから�
	％％減の

�億���と

なりました｡ また, 自由化の対象である ｢特定規模需要｣ (主に大規模

店舗・事務所ビル・工場用) につきましては, 一昨年秋以降の景気低迷

の影響により工場等の産業用需要が大幅な減少となったことなどから

�
�％％減の
����億���となりました｡

売上高につきましては, 電気料収入が減少したことなどから, 前年度

に比べ
�
�％％減の�兆��			億円となりました｡ 一方, 営業費用は,

燃料費や購入電力料が減少したことなどから
�
�％％減の�兆�����億

円となりました｡ この結果, 営業利益は�����億円となりました｡
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販売電力量の推移



ｂ. 情報通信事業

売上高は, 株式会社テプコケーブルテレビが平成��年�月に新設分割

等により有線テレビジョン放送事業を譲渡したことなどから, 前年度に

比べ���％％減の���億円となりました｡ 一方, 営業費用は	��％％減の	��

億円となりました｡ この結果, 営業利益は
�億円となりました｡

ｃ. エネルギー・環境事業

売上高は, 当社のガス事業における売り上げが減少したことなどから,

前年度に比べ����％％減の�
���億円となりました｡ 一方, 営業費用は

����％％減の�
���億円となりました｡ この結果, 営業利益は��
億円と

なりました｡

ｄ. 住環境・生活関連事業

売上高は, 子会社の事業において, 不動産販売事業の売り上げが増加

したものの, リノベーション (建物再生) 事業の売り上げが減少したこ

となどから, 前年度とほぼ同額の�
���億円となりました｡ 一方, 営業

費用は
��％％減の�
���億円となりました｡ この結果, 営業利益は���

億円となりました｡

ｅ. 海外事業

売上高は, 海外子会社の発電事業における売り上げが減少したことな

どから, 前年度に比べ����％％減の���億円となりました｡ 一方, 営業

費用は���	％％増の���億円となりました｡ この結果, 営業損失は��億

円となりました｡
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(2) 対処すべき課題

①危機突破の総仕上げとしての取り組み

東京電力グループは, 新潟県中越沖地震以降直面している経営諸課題の

克服に向けた取り組みを着実にすすめてきておりますが, 柏崎刈羽原子力

発電所はいまだ復旧の途上にあるなど, グループを取り巻く経営環境は依

然として厳しい状況にあります｡ こうしたなか, 当社といたしましては,

危機突破の総仕上げとして, 以下の取り組みを重点的に推進してまいります｡

ａ. 災害に強く安全・安心な原子力発電所の構築

柏崎刈羽原子力発電所におきましては, 全号機の復旧に向け, 引き続

き設備の点検・評価, 耐震強化工事などを確実にすすめてまいります｡

また, 福島第一及び福島第二原子力発電所におきましても, 柏崎刈羽原

子力発電所で得た知見を反映した耐震強化工事などの対策を着実に実施

し, グループの総力を挙げて災害に強い原子力発電所を構築してまいり

ます｡

さらに, 地域や社会のみなさまの声に真摯に耳を傾けるとともに, 情報
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事 業 区 分 売 上 高 営 業 費 用 営 業 利 益

億円 億円 億円

電 気 事 業

情 報 通 信 事 業

エネルギー・環境事業

住環境・生活関連事業

海 外 事 業

内 部 取 引 消 去
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合 計 ����
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 ��
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公開をより徹底し, 一層のご理解と信頼を得られるよう努めてまいります｡

ｂ. 安定供給の確保

柏崎刈羽原子力発電所�, �号機の運転再開や新規電源の運転開始な

どにより, 平成��年度以降は十分な供給力を確保できる見通しでありま

すが, 引き続き, 電源設備や電力流通設備の確実な運転・保守などを実

施し, 安定供給の確保に万全を期してまいります｡

ｃ. 恒常的な原価低減

新潟県中越沖地震以降, 当社はグループを挙げて緊急的な費用削減を

実施してまいりましたが, 平成��年度におきましては, これまでの取り

組みで培った創意工夫や技術的知見を恒常的な原価低減方策として業務

のなかに定着させるとともに, グループ一体となって新たな方策の創出

に取り組むなど, さらなるコストダウンをはかってまいります｡

②危機突破後の成長・発展に向けた取り組み

国際的課題である地球温暖化問題への対応が重要性を一層増すなか, 低

炭素社会の実現に貢献するとともに収益力の向上をはかるため, 以下の主

要施策を推進し, 危機突破後の成長・発展につなげてまいります｡

ａ. 低炭素社会実現に向けた ｢つくる｣ 側の取り組み

ゼロ・エミッション電源の中核を担う原子力発電とそれを支える原子

燃料サイクルの着実な推進に加え, 高効率火力発電の導入や再生可能エ

ネルギーの利用拡大など, 電源の低炭素化に向けた取り組みを一層強化

してまいります｡

また, スマートグリッドに関する議論が国内外で活発化するなか, 太

陽光発電の普及拡大などの環境変化に対応できるよう, 将来的なスマー

トグリッドの整備に向けた検討をすすめてまいります｡ さらに, お客さ
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まの多様なニーズへの対応や効率的なエネルギー利用の実現をはかるた

め新型電子式メータの実証試験を開始いたします｡

ｂ. 低炭素社会実現に向けた ｢つかう｣ 側の取り組み

幅広いお客さまのニーズを的確にとらえた販売営業活動と戦略的な商

品開発に取り組むことにより, あらゆる分野で電化を一層推進し, 低炭

素社会実現への貢献と収益力の向上に努めてまいります｡ 具体的には,

法人分野のお客さまにつきましては, 省エネルギー, ＣＯ�排出量削減

などのニーズに合わせた電化機器・システムを提案することにより, 空

調・給湯・厨房需要, 生産工程の熱需要などにおける電化を推進してま

いります｡ また, 家庭用分野のお客さまにつきましては, 新築住宅の市

場に加えて既設住宅の市場における営業活動を強化するとともに, 太陽

光発電との親和性を積極的に訴求するなど, オール電化住宅の一層の普

及拡大に取り組んでまいります｡

ｃ. 海外事業など新事業の取り組み

グループのさらなる成長・発展につなげるため, 国内における電気事

業で培った技術力や知見を活かし, 収益性やリスクを十分精査のうえ,

海外における原子力を含むエネルギーインフラ事業やコンサルティング

事業などを検討・推進してまいります｡

③経営基盤の強化に向けた取り組み

グループ全体の緊密なコミュニケーションを通じて, 引き続き安全確保

や品質管理の徹底, 企業倫理・法令の遵守などに着実に取り組んでまいり

ます｡ また, 電気の安定供給を支える技術・技能の維持継承・強化をはか

るとともに, 将来の成長・発展を見据えた技術戦略に基づき, 電源の低炭

素化や電化の推進, これらを支える安定供給・安全確保に資する技術の研

究開発に取り組んでまいります｡
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(3) 設備投資の状況

①設備投資額

②完成した主な設備

ａ. 発電設備

ｂ. 送電設備
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名 称 出力(万��)

(火力)

富 津 火 力 発 電 所 �号 系 列 ����

事 業 区 分 金 額

億円

電 気 事 業

情 報 通 信 事 業

エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 事 業

住 環 境 ・ 生 活 関 連 事 業

海 外 事 業

内 部 取 引 消 去

�	
��

��

�
�


�


��

� ��

合 計 �	���

名 称 電圧(��) 亘長(��)

横 浜 港 北 線 (地中線, 増設) ��� 
���

(注) 富津火力発電所�号系列については, 出力
��万��のうち当年度中の完成
分を記載いたしております｡



③建設中の主な設備 (平成��年�月��日現在)

ａ. 発電設備

ｂ. 送電設備
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名 称 出力(万��)

(水力)

� 野 川 発 電 所

神 流 川 発 電 所

(火力)

富 津 火 力 発 電 所 �号 系 列

常陸那珂火力発電所 �号機

広 野 火 力 発 電 所 	号 機

川 崎 火 力 発 電 所 �号 系 列


�

���

��
	

���

	�

��

名 称 電圧(��) 亘長(��)

西 上 武 幹 線

川 崎 豊 洲 線

(架空線, 新設)

(地中線, 新設)

���

���

��
�

��
�



(4) 資金調達の状況

①社 債

発行による収入 �����億円

償還による支出 �����億円

②借入金

借入による収入 	兆	����億円

返済による支出 	兆	�
��億円

③コマーシャル・ペーパー

発行による収入 ���

億円

償還による支出 ��


億円
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(5) 財産及び損益の状況の推移

12

区 分
平 成
��年度

平 成
��年度

平 成
��年度

平 成
��年度
(当年度)

売 上 高 (億円)

経 常 利 益 (億円)

当 期 純 利 益 (億円)

�株当たり当期純利益 (円)

総 資 産 (億円)

����	�


�
��

�����

������

�	����	

�
�
�	

		�

� �����

�������

�	��
��

����
�

� 	
�

� �
�

� �����

�	����	

������

���
	

��		


�����

�	���	�

＜売 上 高＞ ＜経常利益・当期純利益＞



(6) 重要な子会社の状況 (平成��年�月��日現在)
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会 社 名 資本金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容

億円 ％

東 電 不 動 産 株 式 会 社

東 京 発 電 株 式 会 社

東京都市サービス株式会社

株式会社テプコシステムズ

東 電 工 業 株 式 会 社

東電環境エンジニアリング
株式会社

株式会社東電ホームサービス

東京電設サービス株式会社

東京リビングサービス株式会社

東 電 設 計 株 式 会 社

株 式 会 社 ア ッ ト 東 京

東 電 広 告 株 式 会 社

����

��

���

���

�

�

�

���

���

���

����	

���

���

���

���

���

���

���

���

���

���

���


���


���

不動産の賃貸借, 管理

電気の卸供給

熱供給事業

コンピュータ機器によ
る情報処理,ソフトウェ
アの開発及び保守

発電設備等の補修工事

環境保全設備等の運転,
保守

電気利用に関するコン
サルティング, 配電設
備の設計, 保守

送電, 変電設備等の保
守

厚生施設, 社宅の営繕,
賃貸, 管理運営

発電, 送電, 変電設備
等の設計, 工事監理

コンピュータ, 電気通
信設備等の設置場所賃
貸及び保守, 管理, 運
営

当社所有の電柱等を媒
体とする広告の請負



(7) 事業の譲渡, 合併等企業再編行為等

① 東電不動産株式会社及び東新ビルディング株式会社は, 平成��年�月

�日をもって, 東電不動産株式会社を存続会社として合併し, 両社にお

ける不動産事業を統合いたしました｡

② 株式会社テプコケーブルテレビは, 平成��年�月�日をもって, 新設

分割により有線テレビジョン放送事業を株式会社ＪＣＮ関東に承継させ

るとともに, 同社の全株式をジャパンケーブルネット株式会社に譲渡い

たしました｡
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会 社 名 資本金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容

億円 ％

株式会社ユーラスエナジー
ホールディングス

�����	
��
���������������

��
����
����
����

�������� !"����������
�#

����$��	����!"����������
�#

����������!��%��������

����

�&��'

百万ユーロ

��(

億円

�(�(

)*��

百万米ドル

)'�(

+(�(

�((

*(

*(

++�*

国内外の風力発電事業
への投資

海外事業への投資

ＬＮＧ船の保有, 用船

ＬＮＧ船の保有, 用船

ガス田開発事業会社へ
の投資



(8) 主要な事業内容 (平成��年�月��日現在)

(9) 主要な事業所 (平成��年�月��日現在)

①当社の主要な事業所

ａ. 本 店 (東京都千代田区)

ｂ. 支 店

栃木支店 (栃木県宇都宮市), 群馬支店 (群馬県前橋市), 茨城支店

(茨城県水戸市), 埼玉支店 (埼玉県さいたま市), 千葉支店 (千葉

県千葉市), 東京支店 (東京都新宿区), 多摩支店 (東京都八王子市),

神奈川支店 (神奈川県横浜市), 山梨支店 (山梨県甲府市), 沼津支

店 (静岡県沼津市)

ｃ. 主な発電所

水力 (出力��万ｋＷ以上)

鬼怒川, 今市, 塩原 (以上栃木県), 矢木沢, 玉原, 神流川 (以上

群馬県), �野川 (山梨県), 秋元 (福島県), 安曇, 水殿, 新高瀬
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事 業 区 分 事 業 内 容

電 気 事 業 電気の供給

情 報 通 信 事 業 情報処理サービス

エネルギー・環境事業 設備の建設・保守, エネルギー資源の開発・採

掘・加工・売買・輸送, ガス供給, 熱供給

住環境・生活関連事業 不動産の売買・賃貸借・管理, 広告

海 外 事 業 コンサルティング, 海外事業への投資, 海外に

おける発電



川 (以上長野県), 中津川第一, 信濃川 (以上新潟県)

火力 (出力���万ｋＷ以上)

鹿島, 常陸那珂 (以上茨城県), 五井, 姉崎, 袖ケ浦, 富津, 千葉

(以上千葉県), 大井, 品川 (以上東京都), 横須賀, 横浜, 南横浜,

東扇島, 川崎 (以上神奈川県), 広野 (福島県)

原子力

福島第一, 福島第二 (以上福島県), 柏崎刈羽 (新潟県)

②重要な子会社の主要な事業所 (本店)

東電不動産株式会社 (東京都中央区), 東京発電株式会社 (東京都

港区), 東京都市サービス株式会社 (東京都港区), 株式会社テプコ

システムズ (東京都江東区), 東電工業株式会社 (東京都港区), 東

電環境エンジニアリング株式会社 (東京都港区), 株式会社東電ホー

ムサービス (東京都港区), 東京電設サービス株式会社 (東京都港

区), 東京リビングサービス株式会社 (東京都港区), 東電設計株式

会社 (東京都台東区), 株式会社アット東京 (東京都港区), 東電広

告株式会社 (東京都渋谷区), 株式会社ユーラスエナジーホール

ディングス (東京都港区), ������	
��
�����

�������

���

�������	����(オランダ), ��������� !�����������
"

(バハマ), ����#����
�� !�����������
" (バハマ), �����

����
 
�$
���
�
�����(アメリカ)
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(10) 使用人の状況 (平成��年�月��日現在)

(11) 主要な借入先 (平成��年�月��日現在)
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事 業 区 分 使用人数 (前年度末比増減)

電 気 事 業

情 報 通 信 事 業

エ ネ ル ギ ー ・ 環 境 事 業

住 環 境 ・ 生 活 関 連 事 業

海 外 事 業

������名 (＋�	
名)

���	
名 (－�
�名)

��	��名 (－��	名)

�����名 (＋ 
�名)

�

名 (＋ ��名)

合 計 
���
�名 (－ 
�名)

借 入 先 借 入 金 残 高

億円

株式会社日本政策投資銀行

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

��	��

���	�

��	�	

�����

�����

�����



2. 株式に関する事項 (平成��年�月��日現在)

(1) 発行可能株式総数 ��億株

(2) 発行済株式の総数 ��億�����万	����株

(3) 株主数 	
万�����名

(4) 上位10名の株主
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株 主 名 持 株 数 出資比率

千株 ％％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 )

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 )

東 京 都

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

株式会社みずほコーポレート銀行

東 京 電 力 従 業 員 持 株 会

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信託銀行株式会社 ( 信 託 口 �)

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

�����


������

������

�����	

����	�

���
�	

���	
�

������

���
��

�����


�
��

�
�	

�

�

�
��

�
��

�
��

�
	�

�
��

�
��

�

�

(注) 出資比率は, 発行済株式の総数から自己株式���������株を控除して計算し
ております｡



3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等 (平成��年�月��日現在)
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氏 名 地位, 担当及び重要な兼職の状況

勝
かつ

俣
また

恒
つね

久
ひさ

清
し

水
みず

正
まさ

孝
たか

白
しら

川
かわ

進
すすむ

武
たけ

黒
くろ

一
いち

郎
ろう

皷
つづみ

紀
のり

男
お

藤
ふじ

本
もと

孝
たかし

木
き

村
むら

滋
しげる

猪
い

野
の

博
ひろ

行
ゆき

山
やま

崎
ざき

雅
まさ

男
お

武
たけ

井
い

優
まさる

山
やま

口
ぐち

博
ひろし

藤
ふじ

原
わら

万
ま

喜
き

夫
お

武
む

藤
とう

栄
さかえ

取締役会長 ＫＤＤＩ株式会社社外取締役

取締役社長 社団法人日本経済団体連合会副会長

取締役副社長 業務全般 用地部, 国際部担当

取締役副社長 業務全般 原子力・立地本部長

取締役副社長 業務全般 原子力・立地本部副本部
長 総務部担当
株式会社日本フットボールヴィレッ
ジ取締役副社長, 株式会社高岳製作
所社外取締役, 株式会社東京エネシ
ス社外監査役

取締役副社長 業務全般 電力流通本部長 建設部
担当

取締役副社長 業務全般 販売営業本部長

取締役副社長 業務全般 技術開発本部長 環境部
担当
鹿島共同火力株式会社取締役会長

常務取締役 労務人事部, 総合研修センター, 品
質・安全監査部担当

常務取締役 経理部, 原子力品質監査部担当

常務取締役 電力流通本部副本部長 システム企
画部, 電子通信部担当

常務取締役 販売営業本部副本部長
東光電気株式会社社外取締役

常務取締役 原子力・立地本部副本部長
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氏 名 地位, 担当及び重要な兼職の状況

内
ない

藤
とう

義
よし

博
ひろ

西
にし

澤
ざわ

俊
とし

夫
お

相
あい

澤
ざわ

善
ぜん

吾
ご

荒
あら

井
い

�
たか

男
お

森
もり

本
もと

宜
よし

久
ひさ

森
もり

田
た

富
とみ

治
じ

郎
ろう

青
あお

山
やま

�
やすし

築
ちく

舘
だて

勝
かつ

利
とし

宮
みや

本
もと

幸
こう

始
じ

千
ち

野
の

宗
のり

雄
お

野
の

村
むら

吉
きち

三
さぶ

郎
ろう

林
はやし

貞
さだ

行
ゆき

�
たか

津
つ

幸
こう

一
いち

小
こ

宮
み

山
やま

宏
ひろし

常務取締役 関連事業部, 資材部担当

常務取締役 企画部, 広報部担当

常務取締役 技術部, 火力部担当

常務取締役 新事業推進本部長 燃料部担当

取 締 役 電気事業連合会副会長

取 締 役 第一生命保険相互会社取締役会長
小田急電鉄株式会社社外取締役, セ
イコーホールディングス株式会社社
外監査役, 社団法人日本経済団体連
合会副会長

取 締 役 明治大学大学院教授

常任監査役 (常勤)

常任監査役 (常勤)

常任監査役 (常勤)
株式会社関電工社外監査役

監 査 役 全日本空輸株式会社最高顧問
三菱重工業株式会社社外監査役

監 査 役

監 査 役 弁護士

監 査 役 株式会社三菱総合研究所理事長
新日本石油株式会社社外取締役

(注) �. 会長, 社長及び副社長は, いずれも代表取締役であります｡



(2) 報酬等の総額

21

�. 取締役 森田富治郎及び同 青山�は, 会社法第�条第��号に定める社外
取締役であります｡

�. 監査役 野村吉三郎, 同 林貞行, 同 �津幸一及び同 小宮山宏は, 会社
法第�条第��号に定める社外監査役であります｡

	. 常任監査役 築舘勝利は, 平成�	年�月から平成�
年�月まで当社の取締
役として経理部を担当しており, 財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります｡

�. 当社は, 取締役 森田富治郎が取締役会長を務める第一生命保険相互会社
(現第一生命保険株式会社) と資金の借入等の取引を行っております｡

�. 当社は, 監査役 野村吉三郎が社外監査役を務める三菱重工業株式会社と
電力設備に関する物品の購入等の取引を行っております｡

�. 当社は, 監査役 小宮山宏が社外取締役を務める新日本石油株式会社と火
力発電用燃料の購入等の取引を行っております｡

�. 監査役 西岡喬は, 平成��年�月��日, 辞任により監査役を退任いたしま
した｡

支 給 人 数 当年度に係る報酬等の額

名 百万円

取 締 役

監 査 役

��

�

���

�	�

(注) �. 株主総会決議による報酬等の限度額は次のとおりであります｡ (平成�
年
�月定時株主総会決議)
取締役 年額�
���百万円以内
監査役 年額 �	�百万円以内

�. 当年度に係る取締役賞与金につきましては, 支給しないことといたしま
した｡

�. 上記のうち, 社外役員�名に対する報酬等の額は��百万円であります｡



(3) 社外役員の主な活動状況
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氏 名 主 な 活 動 状 況

森 田 富治郎 取締役会には��回中��回出席し, 必要に応じて,
主に企業経営者としての経験と見識等を活かして
発言を行っております｡

青 山 � 取締役会には��回中��回出席し, 必要に応じて,
主に地方行政に携わった経験と見識等を活かして
発言を行っております｡

野 村 吉三郎 取締役会には��回中��回出席し, また, 監査役会
には��回中�回出席し, 必要に応じて, 主に企業
経営者としての経験と見識等を活かして発言を行っ
ております｡

林 貞 行 取締役会には��回中��回出席し, また, 監査役会
には��回中��回出席し, 必要に応じて, 主に外交
官としての国際経験と見識等を活かして発言を行っ
ております｡

� 津 幸 一 取締役会には��回中��回出席し, また, 監査役会
には��回中��回出席し, 必要に応じて, 主に弁護
士としての経験と専門知識等を活かして発言を行っ
ております｡

小宮山 宏 取締役会には��回中�回出席し, また, 監査役会
には�回中�回出席し, 必要に応じて, 主に工学
分野の専門家としての経験と見識等を活かして発
言を行っております｡



4. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

①当年度に係る会計監査人としての報酬等の額 ���百万円

②当社及び子会社が支払うべき財産上の利益の合計額 ���百万円

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第���条第�項各号に該当する場合, 監査役会は,

監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任する方針としております｡

また, 上記の場合のほか, 会計監査人が職務を適切に遂行することが困

難と認められるなど, 会計監査人として適当でないと判断される場合には,

取締役会は, 監査役会の同意を得て又は監査役会の請求に基づき, 会計監

査人の解任又は不再任を株主総会に提案する方針としております｡
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(注) �. 当社と会計監査人との間の監査契約において, 会社法に基づく監査と金
融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず, かつ, 実質
的にも区分できませんので, 上記①の金額には金融商品取引法に基づく
監査の報酬等の額を含めております｡

�. 当社は, 会計監査人に対して, 公認会計士法第�条第�項の業務以外の
業務である国際会計基準の適用に伴う影響度調査等に関するコンサルティ
ング業務を委託し, その対価を支払っております｡

�. 当社の重要な子会社のうち, 株式会社ユーラスエナジーホールディング
ス及び��	
���
��������
�������
���
�������������は, 当社の
会計監査人以外の監査法人の監査を受けております｡



5. 業務の適正を確保するための体制

当社は, ｢エネルギーの最適サービスを通じて豊かな生活と快適な環境

の実現に貢献する｣ との経営理念の下, 会社業務の適正を確保するため,

次の体制を整備・運用するとともに, 適宜評価し改善に努めます｡

(1) 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

① 社会規範に沿った業務運営・企業倫理遵守の徹底を図るため, ｢東京

電力グループ企業行動憲章｣ 及び ｢企業倫理遵守に関する行動基準｣ を

定め, 取締役はこれを率先して実践するとともに, 執行役員及び従業員

がこれを遵守するよう監督する｡

また, 社外有識者を委員に含み, 企業倫理全般を統括する ｢企業倫理

委員会｣ を設置し, コンプライアンス経営を推進する｡

② 取締役会は, 原則として毎月�回, また必要に応じて開催し, 法令及

び定款に従い, 重要な職務執行について審議・決定するとともに, 取締

役から定期的に, また必要に応じて職務執行の状況の報告を受けること

等により, 取締役の職務執行を監督する｡ また, 執行役員に対して, 必

要に応じて職務執行の状況について, 取締役会への報告を求める｡

③ 取締役会の機能を補完し, 効率的かつ適切な意思決定を図るため, 常

務会を設置する｡ 常務会は, 原則として毎週�回, また必要に応じて開

催し, 取締役会への付議事項を含む経営の重要事項について審議する｡

④ 取締役は, 法令及び定款に適合した適切な経営判断を行うため, 常に

十分な情報の収集に努める｡
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(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会, 常務会の議事録その他職務執行に係る情報については, 法

令及び社内規程に従い, その作成から, 利活用, 保存, 廃棄に至るまで

適切に管理する｡

(3) リスク管理に関する規程その他の体制

① 取締役は, 当社及びグループ会社の事業活動に関するリスクを定期的

に, また必要に応じて把握・評価し, 毎年度の経営計画に適切に反映す

る｡ また, グループ全体のリスク管理が適切になされるよう社内規程を

整備する｡

② 当該リスクは, 社内規程に従い, 業務所管箇所が, 職務執行の中で管

理することを基本とし, 複数の所管に関わる場合は, 組織横断的な委員

会等で審議の上, 適切に管理する｡

③ 経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては, 社長を委

員長とする ｢リスク管理委員会｣ において, リスクの現実化の予防に努

めるとともに, 万一現実化した場合には迅速かつ的確に対応することに

より, 経営に及ぼす影響を最小限に抑制するよう努める｡

④ 大規模地震等の非常災害の発生に備え, 対応組織の設置, 情報連絡体

制の構築及び定期的な防災訓練の実施等, 適切な体制を整備する｡

⑤ リスク管理体制の有効性については, 内部監査組織が定期的に, また

必要に応じて監査し, その結果を常務会等に報告する｡ 取締役は, 監査

結果を踏まえ, 所要の改善を図る｡
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(4) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営上の重要事項については, 取締役会のほか, 常務会, その他の会

議体において適宜審議する等, 効率的な意思決定を図る｡

② 取締役会の決定に基づく職務執行については, 社内規程において責任

と権限を明確にし, 取締役, 執行役員, 従業員がそれぞれ適切かつ迅速

に執行する｡

③ 情報のセキュリティ確保を前提に, 職務執行の効率性向上や適正の確

保に資するＩＴ環境の整備に努める｡

(5) 従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

① すべての従業員が ｢東京電力グループ企業行動憲章｣ 及び ｢企業倫理

遵守に関する行動基準｣ を遵守するよう, 企業倫理担当取締役が中心と

なって, 継続的に企業倫理研修を実施すること等により, その定着と徹

底を図る｡

② 法令や企業倫理上の問題を匿名で相談できる ｢企業倫理相談窓口｣ を

設置し, 寄せられた事案については, ｢企業倫理委員会｣ で審議の上,

適切に対応する｡ なお, 相談者のプライバシーについては, 社内規程に

従い, 厳重に保護する｡

③ 社内規程において, 職務執行に当たり遵守すべき法令等を明確にする

とともに, 教育研修等により当該規程に基づく職務執行の徹底を図る｡

④ 従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため, 内
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部監査組織が, 従業員の職務執行の状況について, 定期的に, また必要

に応じて監査し, その結果を常務会等に報告する｡ 取締役は, 監査結果

を踏まえ, 所要の改善を図る｡

⑤ こうした取り組みを通じ, 従業員一人ひとりが企業倫理を意識し自ら

実践するとともに風通しの良い職場をつくる ｢しない風土｣, 社内規程

の継続的な改善とその徹底を図る ｢させない仕組み｣, 業務上の課題や

問題を自発的に言い出し, それを積極的に受け止める ｢言い出す仕組み｣

を充実・徹底させる｡

(6) 当社及び子会社から成る企業グループにおける業務の適正を確

保するための体制

① ｢東京電力グループ企業行動憲章｣ の下, グループとして目指すべき

共通の方向性及び目標等を中期経営方針として示し, その達成に向け,

グループを挙げて取り組む｡ また, グループ会社において業務の適正を

確保するための体制をグループ会社が自律的に整備・運用できるよう,

適切な支援を行う｡

② 職務執行上重要な事項については, 社内規程等に従い, グループ会社

から事前協議や報告を受ける体制を整備する｡ また, 当社取締役とグルー

プ会社取締役が定期的な会議の中で意見交換を行うこと等により, グルー

プ会社の経営状況を把握するとともに, グループにおける経営課題の共

有と解決に努める｡

③ グループ会社が ｢企業倫理相談窓口｣ を利用できる環境を整えるとと

もに, 必要に応じて当社の内部監査組織が監査を行うこと等により, グ

ループ会社の業務の適正を確保するよう努める｡
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(7) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役の求めに応じて, 監査役の職務を補佐する専任の組織を設置し,

必要な人員を配置する｡

② 当該組織に属する従業員は, 監査役の指揮命令に服するものとし, そ

の人事に関する事項については, 事前に監査役と協議する｡

③ 取締役は, 会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したと

きは, 直ちに監査役会に報告するとともに, 監査役の求める事項につい

て, 必要な報告を行う｡ また, 執行役員及び従業員から, 監査役に対し

必要かつ適切な報告が行われるよう体制を整備する｡

④ 監査役が常務会その他の重要な会議に出席し, 必要に応じて意見を述

べることのできる体制を整備する｡ また, 会計監査人及び内部監査組織

が監査役と連携を図るための環境を整える等, 監査役監査の実効性を確

保するための体制を整備する｡
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(注) 上記は, 平成��年�月��日の取締役会決議による見直し後の体制であります｡ 見
直し内容は, ｢言い出す仕組み｣ の充実・徹底, グループ会社における業務の適
正を確保するための体制の自律的な整備・運用の支援等であります｡



資 産 の 部

科 目 金 額

固 定 資 産 12�221�400

電 気 事 業 固 定 資 産 ���������

水 力 発 電 設 備 ��	�	��

汽 力 発 電 設 備 ��
�
����

原 子 力 発 電 設 備 �������

送 電 設 備 ������
��

変 電 設 備 ��
���	

配 電 設 備 ����	�
��

業 務 設 備 �		����

その他の電気事業固定資産 ����	�

そ の 他 の 固 定 資 産 	������

固 定 資 産 仮 勘 定 �������

建設仮勘定及び除却仮勘定 �������

核 燃 料 �
���	�

装 荷 核 燃 料 �������

加 工 中 等 核 燃 料 �	�����

投 資 そ の 他 の 資 産 ���������

長 期 投 資 	���
��

使用済燃料再処理等積立金 �����
�

繰 延 税 金 資 産 ��	����

そ の 他 	
�����

貸 倒 引 当 金 (貸方) 
 ���

流 動 資 産 982�586

現 金 及 び 預 金 ��
����

受取手形及び売掛金 �������

た な 卸 資 産 ��
����

繰 延 税 金 資 産 �
���	

そ の 他 ��	����

貸 倒 引 当 金 (貸方) 
 �����

合 計 13�203�987

負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額

固 定 負 債 8�769�385

社 債 ��������	

長 期 借 入 金 ���������

退 職 給 付 引 当 金 ��
����

使用済燃料再処理等引当金 ����
�
�


使用済燃料再処理等準備引当金 ������

原子力発電施設解体引当金 	�
�
�


災 害 損 失 引 当 金 ������

そ の 他 ��	����

流 動 負 債 1�913�019

１年以内に期限到来の固定負債 �����
�

短 期 借 入 金 �������

支払手形及び買掛金 �������

未 払 税 金 ������

そ の 他 �������

引 当 金 5�104

渇 水 準 備 引 当 金 	��
�

負 債 合 計 10�687�509

株 主 資 本 2�519�029

資 本 金 �������

資 本 剰 余 金 ������

利 益 剰 余 金 ���������

自 己 株 式 
 ��
��

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 53�290

その他有価証券評価差額金 
 �	����

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
 �
����

土 地 再 評 価 差 額 金 
 �����

為 替 換 算 調 整 勘 定 
 �����


新 株 予 約 権 3

少 数 株 主 持 分 50�736

純 資 産 合 計 2�516�478

合 計 13�203�987
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費 用 の 部

科 目 金 額

営 業 費 用 4�731�814

電 気 事 業 営 業 費 用 ���������

その他事業営業費用 ����	��

営 業 利 益 (�	����
)

営 業 外 費 用 153�296

支 払 利 息 �
�����

そ の 他 ������

当 期 経 常 費 用 合 計 4�885�111

当 期 経 常 利 益 204�340

渇水準備金引当又は取崩し � 8�416

渇水準備引当金取崩し(貸方) � 	����

税金等調整前当期純利益 223�482

法 人 税 等 86�741

法 人 税 等 ������

法 人 税 等 調 整 額 ������

少 数 株 主 利 益 2�965

当 期 純 利 益 133�775

収 益 の 部

科 目 金 額

営 業 収 益 5�016�257

電 気 事 業 営 業 収 益 ���
�����

その他事業営業収益 �	
����

営 業 外 収 益 73�193

受 取 配 当 金 ���	��

受 取 利 息 �����


持分法による投資利益 �����


そ の 他 
�����

当 期 経 常 収 益 合 計 5�089�451

特 別 利 益 10�725

事 業 譲 渡 益 ������
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(単位：百万円)

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)�������	
��


評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株
予 約 権

少数株主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

前連結会計年度末残高 � 26�140 � 22�918 � 3�692 � 28�802 � 81�555 40�895 2�419�477

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 � ���		


当 期 純 利 益 ����

�

自 己 株 式 の 取 得 � ���

自 己 株 式 の 処 分 ���

持分法の適用範囲の変動 ���



土地再評価差額金取崩額 � �

そ の 他 � 	

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額 (純額)

�	���� ����
� � ����� ������ � 
���� ����	�

当連結会計年度変動額合計 10�443 12�494 3 5�322 28�264 3 9�841 97�000

当連結会計年度末残高 � 15�696 � 10�423 � 3�689 � 23�480 � 53�290 3 50�736 2�516�478

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 676�434 19�142 1�772�324 � 7�764 2�460�137

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 � ���		
 � ���		


当 期 純 利 益 ����

� ����

�

自 己 株 式 の 取 得 � ���� ���

自 己 株 式 の 処 分 � �� �	� ���

持分法の適用範囲の変動 ���

 ���



土地再評価差額金取崩額 � � � �

そ の 他 � 	� 	

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額 (純額)

当連結会計年度変動額合計 � 18 59�163 � 252 58�892

当連結会計年度末残高 676�434 19�123 1�831�487 � 8�016 2�519�029



資 産 の 部

科 目 金 額

固 定 資 産 11�855�465
電 気 事 業 固 定 資 産 ���������
水 力 発 電 設 備 �������
汽 力 発 電 設 備 ��	
�����
原 子 力 発 電 設 備 ��	����
内 燃 力 発 電 設 備 �����
新エネルギー等発電設備 ���


送 電 設 備 �������
�
変 電 設 備 ����
��
配 電 設 備 ���
�����
業 務 設 備 ������	
貸 付 設 備 �	����

附 帯 事 業 固 定 資 産 ������
事 業 外 固 定 資 産 ��		�
固 定 資 産 仮 勘 定 ��	��
�
建 設 仮 勘 定 �������
除 却 仮 勘 定 �����

核 燃 料 �	
��	�
装 荷 核 燃 料 �����


加 工 中 等 核 燃 料 ����	�


投 資 そ の 他 の 資 産 ��
�	�
��
長 期 投 資 ����
	�
関 係 会 社 長 期 投 資 ��	����
使用済燃料再処理等積立金 �����	

長 期 前 払 費 用 ������
繰 延 税 金 資 産 �	�����
貸 倒 引 当 金 (貸方) 
 �
�

流 動 資 産 787�568
現 金 及 び 預 金 �����	
売 掛 金 
������
諸 未 収 入 金 ������
貯 蔵 品 ������	
前 払 金 ���
前 払 費 用 
���

関 係 会 社 短 期 債 権 ������
繰 延 税 金 資 産 �
����
雑 流 動 資 産 ����
��
貸 倒 引 当 金 (貸方) 
 �����

合 計 12�643�034

負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額

固 定 負 債 8�549�809
社 債 ���
�����
長 期 借 入 金 ������
��
長 期 未 払 債 務 �����	
リ ー ス 債 務 ���
関 係 会 社 長 期 債 務 �����

退 職 給 付 引 当 金 
������
使用済燃料再処理等引当金 ����	�	�	
使用済燃料再処理等準備引当金 
��
��
原子力発電施設解体引当金 ��	�	�	
災 害 損 失 引 当 金 �����

雑 固 定 負 債 �
�	��

流 動 負 債 1�927�550
１年以内に期限到来の固定負債 �������
短 期 借 入 金 
���			
コマーシャル・ペーパー ���			
買 掛 金 ��
��	�
未 払 金 ������
未 払 費 用 �������
未 払 税 金 �
�	��
預 り 金 ��
	

関 係 会 社 短 期 債 務 �		�
��
諸 前 受 金 �����	
雑 流 動 負 債 �����

引 当 金 5�024
渇 水 準 備 引 当 金 ��	��

負 債 合 計 10�482�383
株 主 資 本 2�176�870
資 本 金 �����
�
資 本 剰 余 金 �����

資 本 準 備 金 ���	��
そ の 他 資 本 剰 余 金 �	�

利 益 剰 余 金 �������
�
利 益 準 備 金 �����	�
そ の 他 利 益 剰 余 金 ��
����
�
海外投資等損失準備金 ���
特定災害防止準備金 �

別 途 積 立 金 ��	���			
繰 越 利 益 剰 余 金 ��
�	��

自 己 株 式 
 �����
評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 16�220

その他有価証券評価差額金 
 �����	
純 資 産 合 計 2�160�650

合 計 12�643�034
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費 用 の 部

科 目 金 額

営 業 費 用 4�554�505
電 気 事 業 営 業 費 用 ���������

水 力 発 電 費 ������

汽 力 発 電 費 	���
����

原 子 力 発 電 費 ��
��	�

内 燃 力 発 電 費 ��
��

新エネルギー等発電費 ���

地 帯 間 購 入 電 力 料 	������

他 社 購 入 電 力 料 �

����

送 電 費 ������


変 電 費 	����	�

配 電 費 �������

販 売 費 	������

貸 付 設 備 費 �����

一 般 管 理 費 �������

電 源 開 発 促 進 税 	������

事 業 税 �
����

電力費振替勘定(貸方) 
 
�


附 帯 事 業 営 業 費 用 ����
�

エネルギー設備サービス事業営業費用 
����

不動産賃貸事業営業費用 ��	��

ガス供給事業営業費用 ������

その他附帯事業営業費用 ��		�

営 業 利 益 (
������)
営 業 外 費 用 139�585
財 務 費 用 	������

支 払 利 息 	
�����

株 式 交 付 費 	

社 債 発 行 費 ���

事 業 外 費 用 �����

固 定 資 産 売 却 損 �


雑 損 失 �����

当 期 経 常 費 用 合 計 4�694�091
当 期 経 常 利 益 158�611
渇水準備金引当又は取崩し � 8�411

渇水準備引当金取崩し(貸方) � ���		

税 引 前 当 期 純 利 益 167�023
法 人 税 等 64�711

法 人 税 等 	

法 人 税 等 調 整 額 ������

当 期 純 利 益 102�311

収 益 の 部

科 目 金 額

営 業 収 益 4�804�469
電 気 事 業 営 業 収 益 ������
��

電 灯 料 
������	�

電 力 料 
��������

地 帯 間 販 売 電 力 料 		����	

他 社 販 売 電 力 料 
	����

託 送 収 益 ������

事 業 者 間 精 算 収 益 ���

電 気 事 業 雑 収 益 ������

貸 付 設 備 収 益 �����

附 帯 事 業 営 業 収 益 �	�	�	

エネルギー設備サービス事業営業収益 
�
	�

不動産賃貸事業営業収益 �����

ガス供給事業営業収益 ������

その他附帯事業営業収益 ��

	

営 業 外 収 益 48�232
財 務 収 益 �	�	



受 取 配 当 金 	�����

受 取 利 息 	���



事 業 外 収 益 	��	��

固 定 資 産 売 却 益 ��	��

雑 収 益 	���
�

当 期 経 常 収 益 合 計 4�852�702
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(単位：百万円)

(平成��年�月�日から平成��年�月��日まで)�������	
�

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

その他利益剰余金

別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

前 事 業 年 度 末 残 高 1�270�000 28�067 � 7�175 2�155�836 � 24�727 2�131�108

当 事 業 年 度 変 動 額

海外投資等損失準備金の積立 � ���

海 外 投 資 等 損 失
準 備 金 の 取 崩 し ��

特定災害防止準備金の積立 � �

別途積立金の取崩し � ����			 ����			

剰 余 金 の 配 当 � 
��		� � 
��		� � 
��		�

当 期 純 利 益 �	����� �	����� �	�����

自 己 株 式 の 取 得 � ���� ��� � ���

自 己 株 式 の 処 分 �	� �
� �
�

株主資本以外の項目の当該
事業年度変動額 (純額) 
��	� 
��	�

当事業年度変動額合計 � 194�000 215�019 � 251 21�034 8�507 29�541

当 事 業 年 度 末 残 高 1�076�000 243�087 � 7�427 2�176�870 � 16�220 2�160�650

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金 利益準備金

その他利益剰余金

海外投資等
損失準備金

特 定 災 害
防止準備金

前 事 業 年 度 末 残 高 676�434 19�014 128 169�108 207 51

当 事 業 年 度 変 動 額

海外投資等損失準備金の積立 ���

海 外 投 資 等 損 失
準 備 金 の 取 崩 し � ��

特定災害防止準備金の積立 �

別途積立金の取崩し

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 � �


株主資本以外の項目の当該
事業年度変動額 (純額)

当事業年度変動額合計 � 18 282 2

当 事 業 年 度 末 残 高 676�434 19�014 109 169�108 489 53
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独立監査人の監査報告書
平成��年�月��日

東京電力株式会社
取締役会御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 公認会計士 池 上 玄�業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公認会計士 岡 村 俊 克�業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公認会計士 白 羽 龍 三�業 務 執 行 社 員

当監査法人は, 会社法第���条第�項の規定に基づき, 東京電力株式会社の

平成��年�月�日から平成��年�月��日までの連結会計年度の連結計算書類,

すなわち, 連結貸借対照表, 連結損益計算書, 連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表について監査を行った｡ この連結計算書類の作成責任は経営者にあ

り, 当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する

ことにある｡

当監査法人は, 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った｡ 監査の基準は, 当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている｡ 監査は, 試査

を基礎として行われ, 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる｡ 当監査法人は, 監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している｡

当監査法人は, 上記の連結計算書類が, 我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して, 東京電力株式会社及び連結子会社から成

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める｡

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には, 公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない｡

以 上

�������	
���
�����
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独立監査人の監査報告書
平成��年�月��日

東京電力株式会社
取締役会御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 公認会計士 池 上 玄�業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公認会計士 岡 村 俊 克�業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員 公認会計士 白 羽 龍 三�業 務 執 行 社 員

当監査法人は, 会社法第���条第�項第�号の規定に基づき, 東京電力株式

会社の平成��年�月�日から平成��年�月��日までの第	�期事業年度の計算書

類, すなわち, 貸借対照表, 損益計算書, 株主資本等変動計算書及び個別注記

表並びにその附属明細書について監査を行った｡ この計算書類及びその附属明

細書の作成責任は経営者にあり, 当監査法人の責任は独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある｡

当監査法人は, 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った｡ 監査の基準は, 当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている｡

監査は, 試査を基礎として行われ, 経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる｡ 当監査法人は, 監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している｡

当監査法人は, 上記の計算書類及びその附属明細書が, 我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して, 当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める｡

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には, 公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない｡

以 上

�������	�
��
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監 査 報 告 書

当監査役会は, 平成��年度 (平成��年�月�日から平成��年�月��日まで) に

おける取締役の職務の執行に関して, 各監査役が作成した監査報告書に基づき,

審議の上, 本監査報告書を作成し, 以下のとおり報告いたします｡

�. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は, 監査の方針, 職務の分担等を定め, 各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか, 取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け, 必要に応じて説明を求めました｡

各監査役は, 監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し, 監査の方針, 職

務の分担等に従い, 取締役, 内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り,

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに, 取締役会その他重要な会

議に出席し, 取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け,

必要に応じて説明を求め, 重要な決裁書類等を閲覧し, 本店及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました｡ また, 取締役の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の

適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第���条第�項及び第

�項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整

備及び運用されている体制 (内部統制システム) の状況を監視及び検証いたし

ました｡ なお, 財務報告に係る内部統制については, 取締役等及び新日本有限

責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け, 必

要に応じて説明を求めました｡ 子会社については, 子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り, 必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました｡ 以上の方法に基づき, 当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

細書について検討いたしました｡

さらに, 会計監査人が独立の立場を保持し, かつ, 適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに, 会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け, 必要に応じて説明を求めました｡ また, 会計監査人から ｢職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣ (会社計算規則第���条各

号に掲げる事項) を ｢監査に関する品質管理基準｣ (平成��年��月��日企業会計

審議会) 等に従って整備している旨の通知を受け, 必要に応じて説明を求めま

した｡ 以上の方法に基づき, 当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表, 損益

���������
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計算書, 株主資本等変動計算書及び個別注記表) 及びその附属明細書並びに連

結計算書類 (連結貸借対照表, 連結損益計算書, 連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表) について検討いたしました｡

�. 監査の結果

� 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は, 法令及び定款に従い, 会社の状況を正

しく示しているものと認めます｡

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません｡

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます｡

また, 当該内部統制システムの整備及び運用についても, 財務報告に係る

内部統制を含め, 指摘すべき事項は認められません｡

� 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます｡

� 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます｡

平成��年�月��日

東京電力株式会社 監査役会

常任監査役 (常勤) 築 舘 勝 利 	

常任監査役 (常勤) 宮 本 幸 始 	

常任監査役 (常勤) 千 野 宗 雄 	

監 査 役 野 村 吉三郎 	

監 査 役 林 貞 行 	

監 査 役 
 津 幸 一 	

監 査 役 小宮山 宏 	

(注) 監査役 野村吉三郎, 同 林貞行, 同 
津幸一及び同 小宮山宏は, 会社法第�条
第��号に定める社外監査役であります｡

以 上



昭和��年��月に当社がＬＮＧ (液化天然ガス) の輸入を開始してから, 昨

年��月でちょうど��年を迎えました｡ ここでは, 当社が世界で初めてＬＮＧ

を発電用燃料として利用することとなった経緯や, 近時のＬＮＧ利用の増加

と当社のＬＮＧ確保に向けた取り組みなどをご紹介します｡

昭和��年�月, 当社はＬＮＧを発電用燃料として利用するため, アラスカ

ＬＮＧの購入契約を, 東京ガス株式会社と共同で締結しました｡

ＬＮＧは, 高い熱量を持つことに加え, 燃焼の際に大気汚染の原因とされ

る ｢ばいじん｣ や ｢ＳＯＸ (硫黄酸化物)｣ を排出せず, また, ｢ＮＯＸ (窒素

酸化物)｣ の排出も抑えられることなどから, 環境性に優れた燃料として当

時から評価が高まりつつありました｡

しかしながら, 当時はコストが石油に比べて割高であり, ＬＮＧの海上大

量輸送の実績も少なく, また, 火力発電所でのＬＮＧの使用には技術的に未

知の部分もあったことなどから, 世界中のどこにもＬＮＧ専焼火力発電所は

存在しませんでした｡

そうしたなか, 当社はＬＮ

Ｇ導入の是非を詳細に検討し,

議論を重ねた結果, コストは

割高ではあるものの, 環境保

全に対する社会的要請に先見

的に対応するとの観点からそ

の導入に踏み切ることとしま

した｡ また, 課題であるコス

トについては, 購入及び貯蔵
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ＬＮＧ導入から40年を迎えて

運転開始当時の南横浜火力発電所

【世界初のＬＮＧ専焼火力発電所誕生】



基地の運営に東京ガス株式会社と共同で取り組むことにより低減をはかるこ

ととしました｡

その後, 昭和��年��月, ＬＮＧ船ポーラ・アラスカ号が, 当社と東京ガス

株式会社の共同基地である根岸基地 (神奈川県横浜市) に到着し, 翌年, 輸

入したＬＮＧを使って南横浜火力発電所が運転を開始しました｡ こうして,

世界初のＬＮＧ専焼火力発電所が誕生したのです｡

アラスカＬＮＧの導入以降, その利用は着々と増加し, 昭和��年度にはＬ

ＮＧ (ＬＰＧを含む) による発電量が石油による発電量を上回るようになり

ました｡ 現在, 当社は多くの国からＬＮＧを輸入しており, 平成��年度には,

世界��か国から約�	���万ｔを調達しています｡ これは, 日本全体の輸入量

の約��％％, 世界全体の総取引量の約��％％に相当します｡

ＬＮＧは, 発電時のＣＯ�排出量が, 石油・石炭などの化石燃料と比べて

比較的少ないことから, 地球温暖化対策として有効です｡ また, ガス体燃料

である特性を活かし, ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせたコンバイ

ンドサイクル発電に利用する

ことで, 熱効率を飛躍的に向

上させることが可能です｡ 最

近では, 川崎火力発電所�号

系列や富津火力発電所 �号

系列において, 世界最高水準

の熱効率 ��％％を実現する最

新鋭のコンバインドサイクル

発電 (ＭＡＣＣ) を採用し,

より一層の発電コストの低減

とＣＯ�の排出抑制につなげ

ています｡ また, 当社は今後,

40

(平成��年度, 単位：万ｔ)
当社の国別ＬＮＧ輸入量

【近時のＬＮＧ利用の増加】
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昨年��月, 当社は, 豪州ウィートストーンＬＮＧプロジェクトへの参画及びＬ
ＮＧ購入について, シェブロン・オーストラリア社及びシェブロンＴＡＰＬ社と
基本合意書を締結しました｡ その後, 最終的な契約書の締結に向け, 交渉をすす
めています｡
本プロジェクトは, 西オーストラリア
州北西部沖合の海底ガス田から産出され
る天然ガスを陸上までパイプラインで輸
送し, 液化したうえでＬＮＧとして出荷
するプロジェクトです｡
当社の参画が実現した場合には, 当社
グループによるＬＮＧバリューチェーン
の中核的役割を担うプロジェクトとして,
今後のＬＮＧの安定的かつ柔軟な調達に
寄与することが期待されます｡

ＭＡＣＣの技術をさらに高め熱効率約��％％を実現する ｢ＭＡＣＣⅡ｣ を, 川

崎火力発電所�号系列第�,�軸や五井火力発電所に順次導入する予定です｡

世界に目を向けると, 経済成長が続く新興国を中心にエネルギー消費が増

加する見込みであることなどから, 中長期的にはＬＮＧ需要は伸びていくも

のと予想されています｡

当社は, 火力発電用燃料の主力であるＬＮＧについて, 調達先や売主, 取

引条件を多様化し最適に組み合わせるとともに, ガス田開発からＬＮＧ船に

よる輸送, 火力発電所における消費に至る ｢ＬＮＧバリューチェーン｣ 全体

に関与することで, 安定的, 弾力的かつ経済的なＬＮＧ調達の実現をめざし

ています｡

今後も, 環境負荷の少ないＬＮＧの安定調達を実現することで電力の安定

供給確保に努めるとともに, 低炭素社会の実現に貢献してまいります｡
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【安定調達への取り組み】

アシュバートン・ノース

シドニー

パース

ウィートストーン
LNGプロジェクト
鉱区

西オースト
ラリア州



いよいよ本格的に市販が始まった電気自動車 (ＥＶ)｡ 今後, ＥＶの普及

が一層拡大していくためには, 充電インフラ, 特に急速充電器の整備が欠か

せません｡ そこで当社は, 急速充電器の普及を促進することを目的として,

自動車メーカーと共同で, ｢�������
チ ャ デ モ

協議会｣ を設立しました｡

同協議会は, メーカーの異なるＥＶでも同じ急速充電器を利用できるよう,

充電技術全般の規格を統一することを大きな目標の一つとし, コネクタの形

状や車両・充電器間の通信方式の標準化などをすすめています｡ 同協議会で

標準化をめざす通信方式は, 車両側の指示により電池残量にあわせて電気を

送るもので, スピーディーかつ安全な充電を実現し, 現在国内で市販されて

いるほとんどのＥＶ, すべての急速充電器に採用されています｡

今後も, 同協議会に参加する国内外の	
�を超える企業・団体が密接に連

携・協力し, 急速充電器の技術改良や, 充電方式の一層の性能向上をはかる

ことで, 国内での標準規格としての採用はもとより, 国際的な標準化もめざ

してまいります｡

※ ｢�������｣ には, ｢����
�������(充電して電気で動く)｣ と ｢クルマの充

電中にお茶でもどうですか｣ の意味を込めています｡
・・・
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ＥＶ充電中には, ちょっとお茶でも !
・・・

当社が業務用に導入したＥＶと
急速充電器



キッチン, 給湯, 冷暖房など, 住まいで使用するエネルギーを安心・クリー

ンな電気ですべてまかなうオール電化住宅の累計戸数が, 当社のサービス区

域内で��万戸を突破しました｡

お客さまの環境意識の高まりを追い風に, 環境性や快適性, 利便性に優れ

たオール電化の採用が着実に増えており, 新築住宅 (戸建て＋集合) に占め

る割合は約��％％｡ そのうち, 特に新築戸建て住宅においては, 約�軒に�

軒のお客さまにオール電化をご採用いただいております｡

また, 実際にご採用いただいたお客さまの満足度も約�	％％と非常に高く,

・ ｢ＩＨクッキングヒーターは掃除もラクで火力も強く, 換気扇の汚れも少

なく, 大変満足しています｡｣ (神奈川県小田原市 女性)

・ ｢エコキュートはボタン一つで給湯できるので, 子供でも手伝いができて

喜んでいます｡｣ (茨城県北茨城市 男性)

等の声をいただいております｡
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選ばれています! オール電化累計70万戸突破!!

オール電化住宅の累計戸数

【満足度は約 95 ％】



快適な毎日を, もっといい明日へつ

なげていくために, オール電化は進化

を続けています｡ その進化の一つが

｢ツインソーラー｣ です｡

｢ツインソーラー｣ とは, 太陽の光を

利用する太陽光発電と, 太陽に暖めら

れた空気の熱を利用するエコキュート

とを組み合わせることでＣＯ�の排出

を大幅に抑えることができる, オール電化住宅の新しいかたち｡ ＣＯ�排出

量やランニングコストを大幅に削減できる ｢ツインソーラー｣ は, 新築戸建

て住宅に太陽光発電を導入されたお客さまの実に約�割の方々から選ばれ

ています｡

｢ツインソーラー｣ のオール電化住宅は, 再生可能エネルギーである太陽の

光と熱を最大限に活用しながら, 利便性や快適性はそのままに, 環境にも優

しい低炭素スタイルを実現できる, これからの住まいです｡
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｢ツインソーラー｣ のイメージ図

【ツインソーラーで新しいステージへ】

｢ツインソーラー｣ のＰＲには, 滝川クリス
テルさんを起用
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当社株価と出来高, 日経平均株価の推移

所有者別株式分布 所有株数別株主分布 地方別株主分布

�����
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事 業 年 度 �月�日から翌年の�月��日まで

定 時 株 主 総 会 �月

配当金の受領株主確定日 期末配当金 �月��日 中間配当金 �月��日

公 告 方 法 電子公告により, 当社のホームページに掲載いたします｡

ただし, 事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は, 東京都において発行する日本経済新

聞に掲載して行います｡

ホームページ �		
���


�	�
�������
����
���	��������������

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目�番�号

三菱���信託銀行株式会社

(注) 同社は, 特別口座の口座管理機関を兼ねております｡

[連絡先] 〒��������東京都江東区東砂七丁目��番��号

三菱���信託銀行株式会社 証券代行部

電話 �� �� � ����(通話料無料)

お問い合わせ先

郵便物送付先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137－8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号 電話 0120－232－711 (通話料無料)

各種手続き用紙のご請求につきましては, 下記の電話及びホームページで24時間受け付けております｡
電話 0120－244－479 (通話料無料) ホームページ http://www.tr.mufg.jp/daikou/

配当金のお受け取りには ｢口座振込｣ が安心・便利です！

配当金のお受け取りを口座振込にしていただきますと, 毎回の配当金が速やかに株主さまの口座
に振り込まれ, 受け取り忘れ等の心配がございません｡ まだお手続きのお済みでない株主さまは,
ぜひ口座振込のお手続きをなさることをおすすめいたします｡

口座振込には, 次の三つの方法がございますので, ご希望にあわせてご利用ください｡

・ご所有のすべての銘柄の配当金を, 銀行等の一つの預金口座等で一括してお受け取りいただく方
法 (登録配当金受領口座方式)
・ご所有のすべての銘柄の配当金を, 株主さまが各証券会社に開設した口座でお受け取りいただく
方法 (株式数比例配分方式)
・ご所有の銘柄ごとにご指定いただいた銀行等の預金口座等でお受け取りいただく方法 (個別銘柄
指定方式)

それぞれの方法によりご利用条件が異なりますので, ご利用を希望される場合はお取引の証券会
社, または特別口座をお持ちのときは特別口座の口座管理機関である下記の三菱ＵＦＪ信託銀行株
式会社にお問い合わせください｡
※口座開設の状況等により, ご利用いただけない場合もございます｡
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�
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〒100-8560 東京都千代田区内幸町一丁目1番3号

電話 (03)6373-1111(代表)

ホームページ http://www.tepco.co.jp/


